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（対象年度：令和３年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力 資金繰り状況

都道府県名 団体名

埼玉県 坂戸市

財政力指数 0.81 標準財政規模（百万円） 20,255

R4.1.1人口(人) 99,992 R3年度職員数(人) 539

面積（K㎡) 41.02 人口千人当たり職員数(人) 5.4

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

建設債

実質的な
債務

その他

債務高水準

(単位：人）

　

H22年国調 101,700 13,398 13.2% 67,077 66.1% 20,959 20.7% 565 1.3% 13,008 29.4% 30,731 69.4%

H27年国調 101,679 12,931 12.8% 61,664 60.9% 26,642 26.3% 571 1.3% 12,628 28.6% 30,920 70.1%

R2年国調 100,275 11,430 11.4% 59,144 59.0% 29,701 29.6% 595 1.2% 12,985 26.5% 35,369 72.3%

総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口
構成比

全国平均

埼玉県平均
R2年国調

11.9% 59.5% 28.6% 3.2%

11.9% 61.1% 27.0% 1.5% 23.0%

23.4% 73.4%

75.5%

財務状況把握の結果概要

債
務
償
還
可
能
年
数

15

年

関東財務局融資課

◆対象団体

◆基本情報

・収支は悪い

・債務は多い
・収支は悪い

・積立金は少ない

・収支は良い

・積立金は多い
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※１．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

　 ３．上記グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R2年度の類型区分による。

　 ４．平均値の算出において、債務償還可能年数と実質債務月収倍率における分子（実質債務）がマイナスの場合には「0（年・月）」として単純平均している。

 また、債務償還可能年数における分母（行政経常収支）がマイナスの場合には、集計対象から除外している。

　 ５．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

（R3年度）

　 ２．右上部表中の平均値は、各団体の計数について、特別定額給付金給付事業費補助金及び特別定額給付金給付事業費をそれぞれ推計し、国支出金等及び補助費等から減額補正を行ったうえで、
　　　 各団体のR2年度計数を単純平均したものである。
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◆財務指標の経年推移

＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：か月）

（単位：か月） （単位：％）

健全化判断比率 坂戸市  早期健全化基準  財政再生基準

実質赤字比率 - 12.47% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 17.47% 30.00% 

実質公債費比率 6.8% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 9.8% 350.0% -

債務償還可能年数 11.8年 11.2年 14.5年 10.7年 5.0年

実質債務月収倍率 12.7か月 12.5か月 12.1か月 11.0か月 8.5か月

積立金等月収倍率 3.3か月 3.2か月 2.8か月 2.6か月 3.1か月

行政経常収支率 8.9% 9.2% 6.9% 8.5% 14.1%

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
（参考）

埼玉県
平均値 平均値 平均値

7.8年 6.7年 6.9年

8.1か月 7.9か月 8.1か月

3.5か月 7.0か月 3.7か月

9.0% 12.0% 10.6%

類似団体 全国

類似団体区分

都市Ⅲ－３

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５か年推移

坂戸市

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）

※平均値は、いずれもR2年度
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 13,457 13,399 13,624 13,621 13,919 43.8% 17,704 42.1%

　地方譲与税・交付金 2,080 2,247 2,305 2,595 2,963 9.3% 3,320 7.9%

　地方交付税 2,673 2,689 2,981 2,868 3,832 12.1% 5,524 13.1%

　国（県）支出金等 5,716 5,687 6,335 8,244 10,429 32.8% 13,649 32.5%

　分担金及び負担金・寄附金 198 252 199 92 178 0.6% 485 1.2%

　使用料・手数料 463 436 346 328 284 0.9% 789 1.9%

　事業等収入 189 218 205 166 166 0.5% 571 1.4%

行政経常収入 24,776 24,928 25,995 27,915 31,771 100.0% 42,041 100.0%

　人件費 4,551 4,447 4,419 4,751 4,603 14.5% 7,451 17.7%

　物件費 4,554 4,956 5,477 5,789 5,626 17.7% 7,048 16.8%

　維持補修費 456 417 441 273 349 1.1% 435 1.0%

　扶助費 6,784 6,659 7,294 7,680 9,926 31.2% 13,267 31.6%

　補助費等 2,407 2,459 2,618 3,897 3,558 11.2% 5,498 13.1%

　繰出金（建設費以外） 3,558 3,463 3,759 2,979 3,106 9.8% 4,330 10.3%

　支払利息 243 210 180 149 123 0.4% 197 0.5%

　（うち一時借入金利息） (－) (－) (－) (－) (－) (0)

行政経常支出 22,552 22,612 24,189 25,518 27,291 85.9% 38,225 90.9%

行政経常収支 2,224 2,316 1,806 2,397 4,480 14.1% 3,816 9.1%

　特別収入 275 316 212 10,315 250 12,628

　特別支出 － － 19 10,061 － 12,247

行政収支（A） 2,499 2,632 1,999 2,651 4,730 4,196

■投資活動の部■

　国（県）支出金 463 712 569 525 722 79.8% 1,364 42.1%

　分担金及び負担金・寄附金 77 60 33 65 97 10.8% 185 5.7%

　財産売払収入 53 4 3 22 39 4.4% 147 4.5%

　貸付金回収 12 12 12 7 5 0.5% 686 21.2%

　基金取崩 624 382 474 62 41 4.5% 855 26.4%

投資収入 1,230 1,171 1,092 681 905 100.0% 3,236 100.0%

　普通建設事業費 2,395 3,264 2,727 2,662 2,507 277.2% 5,369 165.9%

　繰出金（建設費） 67 103 60 － － 0.0% 44 1.4%

　投資及び出資金 － － － － － 0.0% 127 3.9%

　貸付金 12 11 12 7 6 0.7% 661 20.4%

　基金積立 146 116 103 119 156 17.2% 936 28.9%

投資支出 2,620 3,494 2,903 2,788 2,669 295.0% 7,137 220.5%

投資収支 ▲1,390 ▲2,323 ▲1,811 ▲2,107 ▲1,765 ▲195.0% ▲3,901 ▲120.5%

■財務活動の部■

　地方債 2,045 2,570 2,388 2,431 2,286 100.0% 3,781 100.0%

  （うち臨財債等） (1,435) (1,456) (1,238) (1,186) (1,452) (1,143)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 2,045 2,570 2,388 2,431 2,286 100.0% 3,781 100.0%

　元金償還額 2,528 2,689 2,847 2,950 3,212 140.5% 3,710 98.1%

　（うち臨財債等） (1,104) (1,231) (1,270) (1,351) (1,431) (1,517)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 2,528 2,689 2,847 2,950 3,212 140.5% 3,710 98.1%

財務収支 ▲482 ▲120 ▲459 ▲520 ▲926 ▲40.5% 71 1.9%

収支合計 626 189 ▲271 24 2,040 366

償還後行政収支（A-B) ▲29 ▲58 ▲848 ▲299 1,518 486

■参考■

実質債務 26,356 26,157 26,312 25,710 22,630 27,999

（うち地方債現在高） (30,629) (30,510) (30,051) (29,531) (28,605) (39,128)

積立金等残高 6,825 6,748 6,105 6,186 8,341 12,432

※類似団体平均値は、各団体のR2年度計数を単純平均したものである。

なお、国（県）支出金等及び補助費等については、特別定額給付金給付事業費補助金及び特別定額給付金給付事業費をそれぞれ推計し、減額補正を行っている。

類似団体平均値
（R2年度）H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

行政経常収入・支出の５か年推移

坂戸市
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①貴市の行政経常収支率(=行政経常収支÷行政経常収入)について
 平成23年度以降10.0％を下回る状況が続いていた。この要因は、地方消費税交付金や普通交付税の増
加に伴い行政経常収入は増加したものの、行政経常収入の増加幅を上回る行政経常支出の増加にあり、
主に物件費、扶助費、繰出金（建設費以外）、補助費等が増加したことによる。
〇物件費の増加要因
 学校給食調理事務の委託実施校の拡大や予防接種助成対象項目の拡大、更に、指定管理を行っている
学童保育所施設数の増加により委託料が増加したことや、小中学校におけるエアコンやコンピュータ整
備を借上により実施しており、賃借料が増加したことによる。
〇扶助費の増加要因
 こども医療費助成制度の支給対象者が拡大したことや、民間保育所の増加により児童福祉費が増加し
たことのほか、障がい者通所施設の増加に併せて利用者の増加により社会福祉費が増加したことによ
る。
〇繰出金（建設費以外）の増加要因
 国民健康保険税率が低位である中、収納率の低迷や医療の高度化に伴う診療報酬の増加などにより国
民健康保険特別会計への法定外繰出が増加、高齢化の進展により、後期高齢者医療特別会計や介護保険
特別会計への繰出金が増加したことによる。
〇補助費等の増加要因
 給付限度額の引き上げなどにより、私立幼稚園就園奨励費補助金が増加したことや、坂戸・鶴ヶ島消
防組合（構成団体：坂戸市、鶴ヶ島市）における消防本部増築棟の外壁工事に係る負担金が増加したこ
とによる。

②債務償還可能年数(=実質債務÷行政経常収支)について
 上述の行政経常収支率の状況に加え、平成28年度は、債務償還可能年数が基準値である15.0年以上と
なったことから、収支低水準となっていた。この要因は、実質債務が増加する中、行政経常収支が減少
したことによる。

 貴市に対して、平成28年度を診断対象年度として実施した前回の財務状況把握では、収支低水準と
いう状況にあり、債務償還能力及び資金繰り状況に留意すべき状況となっていた。

坂戸市◆平成28年度を診断年度とした前回の財務状況把握の結果【振り返り】

【結果概要】

◎収支低水準に至っていた理由・背景
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 債務償還能力については、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面(債務の水準)
  債務の水準を示す実質債務月収倍率は、直近10年間(平成24年度～令和3年度)をみると、8.5か月～13.9か月
の範囲で推移し、令和3年度では8.5か月と当方の診断基準(18か月)を下回っていることから、債務高水準の状
況にはない。
 なお、令和2年度の実質債務月収倍率11.0か月は、類似団体平均8.1か月と比較すると上回っている。

②フロー面(償還原資の獲得状況(＝経常的な資金繰りの余裕度))
 償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、直近10年間をみると、6.9％～14.1％の範囲で推移し、令和3
年度では14.1％と当方の診断基準(10％)を上回っていることから、収支低水準の状況にはない。
 なお、令和2年度の行政経常収支率8.5％は、類似団体平均9.0％と比較すると下回っている。
 ※債務償還可能年数
 令和3年度の債務償還可能年数5.0年は、当方の診断基準(15年)を下回っている。
 なお、令和2年度の債務償還可能年数10.7年は、類似団体平均7.8年と比較すると上回っている。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

 債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行
政経常収支率を利用して、ストック面（債務の水準）とフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行ってい
る。

【診断結果】

２．資金繰り状況について

 資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余
力としての積立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】

 資金繰り状況については、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面(資金繰り余力としての積立金等の水準)
資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、直近10年間をみると、2.6か月～4.1か月の範囲で推移し、

令和3年度では3.1か月と当方の診断基準(3か月)を上回っていることから、積立低水準の状況にはない。
 なお、令和2年度の積立金等月収倍率2.6か月は、類似団体平均3.5か月と比較すると下回っている。

②フロー面(経常的な資金繰りの余裕度)
 上記「１．債務償還能力について」②フロー面のとおり、収支低水準の状況にはない。

坂戸市
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・補正内容

・財務指標の経年推移（補正前）

実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等残高

有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等

積立金等残高＝現金預金＋その他特定目的基金

現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

減額補正

　臨時的かつ多額の特別定額給付金に係る収入
及び支出が行政経常収入及び行政経常支出に計
上されているため、それぞれ行政特別収入及び
行政特別支出に整理した。

【単位:百万円】

坂戸市

● 財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

● 計数補正

行政特別収入 R2 10,042 増額補正

行政特別支出 R2 10,042 増額補正

科目 年度 金額 内容 理由

国（県）支出金（投資収入） H25 616 増額補正

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。
　 アンダーラインを付した数値は、計数補正前と計数補正後で変更のあった指標値。

　行政経常収入に計上されている地域の元気臨時交付
金に係る収入は、その一部が普通建設事業費の財源と
なっているため、当該普通建設事業費の財源に対応す
る金額を投資収入に整理した。

国（県）支出金等 H25 ▲ 616

積立
低水準

① 積立金等月収倍率1か月未満

② 積立金等月収倍率3か月未満かつ行政経常収支率10％未満

参考１ 診断基準

財務上の留意点 診断基準

債務
高水準

① 実質債務月収倍率24か月以上

② 実質債務月収倍率18か月以上かつ債務償還可能年数15年以上

・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）

・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

収支
低水準

① 行政経常収支率0％以下

② 行政経常収支率10％未満かつ債務償還可能年数15年以上

参考２ 財務指標の算式

・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支

・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）

国（県）支出金等 R2 ▲ 10,042 減額補正

補助費等 R2 ▲ 10,042 減額補正

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度
類似団体平均値

（R2年度）

債務償還可能年数 13.7年 13.4年 15.2年 14.0年 15.2年 11.8年 11.2年 14.5年 10.7年 5.0年 7.8年

実質債務月収倍率 13.9か月 13.4か月 12.8か月 13.0か月 13.0か月 12.7か月 12.5か月 12.1か月 11.0か月 8.5か月 8.1か月

積立金等月収倍率 2.9か月 4.1か月 4.1か月 3.5か月 3.2か月 3.3か月 3.2か月 2.8か月 2.6か月 3.1か月 3.5か月

行政経常収支率 8.4％ 8.3％ 7.0％ 7.7％ 7.1％ 8.9％ 9.2％ 6.9％ 8.5％ 14.1％ 9.0％

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

債務償還可能年数 13.7年 10.1年 15.2年 14.0年 15.2年 11.8年 11.2年 14.5年 10.7年 5.0年

実質債務月収倍率 13.9か月 13.1か月 12.8か月 13.0か月 13.0か月 12.7か月 12.5か月 12.1か月 8.1か月 8.5か月

積立金等月収倍率 2.9か月 4.0か月 4.1か月 3.5か月 3.2か月 3.3か月 3.2か月 2.8か月 1.9か月 3.1か月

行政経常収支率 8.4％ 10.7％ 7.0％ 7.7％ 7.1％ 8.9％ 9.2％ 6.9％ 6.3％ 14.1％
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 平成28年度を診断年度とした前回の財務状況把握の際は、行政経常収支率が10.0％未満であった
ことに加えて、債務償還可能年数が15.0年以上であったことから、収支低水準であったものの、平成
29年度から令和3年度の債務償還可能年数は、14.5年～5.0年と基準値の15.0年を下回っており、収支
低水準の状況を解消している。
 なお、収支低水準を解消できた要因は、以下記載の通りと考えられる。

(1)平成29年度に収支低水準が解消した理由・背景

坂戸市３．財務の健全性等に関する事項

【財務上の問題が解消した理由・背景】
◎収支低水準の解消について

◎平成29年度以降の収支の推移

 普通交付税の減少により行政経常収入が減少するものの、行政経常収入の減少以上に人件
費、物件費、扶助費、補助費等の行政経常支出が減少し、行政経常収支が増加したことによ
り、債務償還可能年数が3.4年(減少の要因 : 実質債務の減少▲0.4年、行政経常収支の増加▲3.1
年)短期化している。

※上述の状況に至る要因
〇扶助費の減少要因
 平成28年度の施策である年金生活者等支援臨時福祉給付金や臨時福祉給付金支給事業が終了し
たことに伴う社会福祉費の減少による。
〇物件費の減少要因
 第2期電子計算組織アウトソーシングサービス事業の終了や学校コンピュータ機器の借り上げの
再リースに伴う委託料の減少による。
〇人件費の減少要因
 職員の退職に伴い職員構成の変化による基本給の減少や退職勧奨者の減少による特別負担金の
減少による。
〇補助費等の減少要因
 坂戸・鶴ヶ島消防組合への消防本部増築棟の外壁工事などの負担金の減少による。
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 平成30年度以降、実質債務が減少傾向にあり、扶助費や補助費等の増加による行政経常支出の増加
を上回って、国（県）支出金等や、地方譲与税・交付金などの行政経常収入が増加しているため行政経
常収支が増加しており、債務償還可能年数は更に短期化した結果、診断基準である15.0年を下回る状況
となっている。

※上述の状況に至る要因
〇実質債務の減少要因
 実質債務は、建設債の償還が進み地方債現在高が減
少したことに加え、令和3年度に積立金等残高が増加
したことにより、平成29年度263億円に対し、令和3年
度226億円に減少している。
 
〇行政経常収入の増加要因
 消費税率の引き上げや消費拡大に伴い、地方消費税
交付金の増加より地方譲与税・交付金が増加してい
る。また、令和2年度から令和3年度の間、新型コロナ
ウイルス感染症対策に係る国(県)支出金等が増加し、
令和3年度に物流倉庫事業者や製造業者の大型設備投
資に伴う固定資産税の増加により地方税が増加してい
るほか、普通交付税の再算定などにより地方交付税が
増加している。これにより、行政経常支出の増加を上
回る行政経常収入の増加となり、行政経常収支が増加
している。

坂戸市３．財務の健全性等に関する事項

(2)平成30年度から令和3年度の収支の推移
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坂戸市３．財務の健全性等に関する事項

◎積立金等残高の現状について

(1)平成30年度の積立金等残高について
 平成30年度をみると、退職手当債償還経費に充当す
るために減債基金を取崩し、小中学校の施設整備に係
る経費のために教育子ども基金を取崩したものの、財
政調整基金を決算余剰金で積立てたことで積立金等残
高は横ばいで推移しており、積立金等月収倍率は引き
続き3.0か月を上回っている。

(2)令和元年度・令和2年度に積立低水準となった理
由・背景
 積立金等月収倍率が3.0か月未満で推移していること
に加えて、行政経常収支率が10.0％を下回っているこ
とから積立低水準となった。
 積立金等月収倍率の減少要因は、以下のとおり、令
和元年度に財政調整基金残高とその他特定目的基金残
高が減少していることによる。また、令和2年度に積
立金等残高は横ばいで推移しているものの、前述のと
おり行政経常収入が増加したことによる。
 なお、令和2年度における貴市の人口一人当たり積
立金等残高を類似団体と比較してみると、その他特定
目的基金が類似団体平均を下回っている。

〇財政調整基金の減少要因
 令和元年東日本台風により災害対応で備蓄品を消費したことによる再購入費や運動公園の復旧費用、
被災農家への補助、災害廃棄物の廃棄費用などの財源として基金を取崩していることによる。
〇その他特定目的基金の減少要因
 小中学校の施設設備の財源として教育子ども基金を取り崩していることによる。
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坂戸市３．財務の健全性等に関する事項

(3)令和3年度に積立低水準が解消した理由・背景
 積立金等月収倍率が3.0か月以上となったことから、積立低水準を解消した。
 
  この要因は、固定資産税、地方譲与税・交付金、地方交付税の増加に伴い行政経常収入が増加
したことにより積立原資を確保し、財政調整基金、減債基金、その他特定目的基金に積み立てた
ことから、積立金等残高が増加していることによる。
 
※行政経常収入の増加要因は8頁を参照。
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【注】令和3年度との比較における増加又は減少見通し。

坂戸市

【今後の見通し】
項目 内　容

分析上の留意点
 新型コロナウイルス感染症により先行きが不透明で、その影響を排除することが
できないため、今後の見通しは変動する可能性があることに留意する必要がある。

令和8年度
増加（又は減少）見通しの主な要因

○

 土地整備事業特別会計の地方債を含む建設債は、国庫補助
金等を活用することで発行を縮減し、その結果、地方債償還
額が地方債借入額を上回ることにより、地方債現在高は減少
する見通し。

の見通し【注】
増加 横ばい 減少

地方債現在高(A)

計画名  中期的財政計画（計画期間:令和4年度～令和8年度）

策定時期  令和3年度

確認方法

 計画最終年度（令和8年度）の4指標（※）を算出することができないため、地方
債現在高、有利子負債相当額、積立金等残高、行政経常収入、行政経常支出など4
指標の算出に必要な各科目の増減見通しをヒアリングにより確認。
（※）4指標
  債務償還可能年数、実質債務月収倍率、積立金等月収倍率、行政経常収支率

 土地開発公社からの用地買戻し計画が未確定であることか
ら、有利子負債相当額は横ばいの見通し。

○有利子負債相当額(B)

※有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
 積立金等残高＝現金預金＋その他特定目的基金
 現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

積立金等残高(C) ○

 公共施設の長寿命化に備え、公共施設整備基金を積み立て
ることでその他特定目的基金は 増加する見込みであるもの
の、個人住民税や法人住民税の減少に伴い、収支不足を補う
ために財政調整基金を取崩し、令和３年度に借入した臨時財
政対策債償還経費に充当するため減債基金を取崩すことか
ら、積立金等残高は減少する見通し。

実質債務(A＋B－C) ○
 地方債現在高及び積立金等残高はともに減少する見込みで
あるものの、積立金等残高の減少幅が地方債現在高の減少幅
を上回ることから、実質債務は増加する見通し。
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行政経常収支(D－E) ○
 行政経常収入及び行政経常支出はともに減少する見込みで
あるものの、行政経常収入の減少幅が行政経常支出の減少幅
を上回ることから、行政経常収支は減少する見通し。

○

 納税義務者の減少に伴い個人住民税が減少する見込みであ
ることに加え、新型コロナウイルス感染症関連事業費の国(県)
支出金等が減少する見込みであることから、行政経常収入は
減少する見通し。

行政経常支出(E)

坂戸市

【今後の見通し(続き)】

○

 宅地造成事業の実施に伴い土地区画整備事業特別会計への
繰出金(建設費以外)が増加するものの、新型コロナウイルス感
染症関連事業の子育て世帯等臨時特別支援事業費や住民税非
課税世帯等に対する臨時特別給付費の減少により扶助費が減
少する見込みであるほか、新型コロナウイルスワクチン接種
委託料の減少により物件費が減少する見込みであり、行政経
常支出は減少する見通し。

【注】令和3年度との比較における増加又は減少見通し。

令和8年度
増加（又は減少）見通しの主な要因の見通し【注】

増加 横ばい 減少

行政経常収入(D)
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 貴市においては、関間千代田線整備事業が掘削中の出水により工事が中止してお
り、追加工事などによる事業の見直しを図っている状況下にある。
 また、公共施設等総合管理計画である坂戸市公共施設等マネジメント計画(令和3年
度改訂)に基づき、個別施設ごとの長寿命化計画は策定済みであるものの、計画策定時
より工事費が大幅に増加となる事業も見られたことから、学校の個別施設計画につい
て見直しを計画中であるほか、土地区画整理事業などの事業も実施されている。
 今後は行政経常収支の減少が見込まれる中、上記の事業には、起債や一般財源を
もって実施され、地方債現在高の増加に繋がる可能性があることから、債務償還能力
の低下が懸念される。

今後の行政運
営について

坂戸市

【その他留意点等】
項目 内容

償還後行政収
支について

 貴市においては、平成28年度から令和2年度まで行政経常収支率が10％未満であ
り、経常的な資金繰りに余裕がない状況であった。このことを同期間の償還後行政収
支でみると赤字であり、当期の行政収支(※)のみでは地方債の償還額を満たしていな
いことを示すものであることから、資金繰りが繁忙な状況であったと考えられる。
 貴市の償還後行政収支は、令和3年度において坂戸西スマートICに隣接する物流施設
の新設と製造業者の設備投資により固定資産税(償却資産税)が増加したことや、国の
補正予算により地方交付税の総額が増額されたことに伴う再算定で一時的に普通交付
税が増加となり黒字に転換したものの、前述の今後の見通しに記載のとおり、地方債
現在高は減少する見通しである一方、行政経常収支の減少が見通されており、再び、
資金繰りが繁忙な状況に陥ることが懸念される。

 (※) 行政収支＝行政経常収支+行政特別収支
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